
平
成
19
年
度
決
算
の
あ
ら
ま
し

成
田
市
の
家
計
簿
と
も
い
え
る
平
成
19
年
度
の
各
会
計
の
決
算
が
ま
と
ま
り

ま
し
た
。「
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
」を
推
進
す
る
た
め
、
さ
ま
ざ
ま
な
事
業
が

行
わ
れ
ま
し
た
。
各
会
計
の
決
算
の
概
要
は
次
の
通
り
で
す
。

　平成19年度の一般会計歳入歳出決算は、歳入が527億
6,218万円、歳出では505億4,611万円（市民一人当たり
408,480円）で、差し引きは22億1,607万円でした。この
中には、平成20年度に繰り越すべき財源として5億4,010
万円が含まれていますので、平成19年度の実質収支は16億
7,597万円でした。

一般会計決算

一般会計の実質収支額は
16億7,597万円 市

民
一
人
当
た
り

　

41
万
円
を
支
出

市有財産の状況
土　地 407万8,036㎡

建　物 39万3,437㎡

車　両 210台

基　金 194億9,679万円

特別会計決算
会計名 歳入 歳出

国民健康保険（事業勘定）102億3,547万円 100億7,221万円

国民健康保険（施設勘定） 1億5,375万円 1億3,609万円

下水道事業 22億5,277万円 21億5,696万円

公設地方卸売市場 2億4,770万円 2億3,890万円

老人保健 65億9,663万円 65億2,896万円

介護保険 39億5,429万円 36億8,936万円

農業集落排水事業 4億 744万円 3億9,603万円

歳入　527億6,218万円
市税 292億9,717万円 55.5%

国庫支出金 48億5,887万円 9.2%

諸収入 30億 566万円 5.7%

繰越金 27億3,835万円 5.2%

市債 26億4,870万円 5.0%

地方交付税 21億 35万円 4.0%

地方消費税交付金 17億2,959万円 3.3%

県支出金 16億4,227万円 3.1%

分担金及び負担金 14億5,009万円 2.8%

使用料及び手数料 8億7,114万円 1.6%

繰入金 6億1,155万円 1.2%

地方譲与税 5億8,063万円 1.1%

その他 12億2,781万円 2.3%

歳出　505億4,611万円
総務費 118億9,694万円 23.5%

民生費 106億2,527万円 21.0%

土木費 67億8,378万円 13.4%

教育費 57億9,394万円 11.5%

衛生費 52億4,547万円 10.4%

公債費 42億 316万円 8.3%

消防費 26億7,569万円 5.3%

商工費 14億5,273万円 2.9%

農林水産業費 13億7,298万円 2.7%

その他 4億9,615万円 1.0%

内訳

固定資産税 164億8,791万円

市民税 112億4,733万円

市たばこ税 11億8,324万円

都市計画税 1億9,422万円

特別土地保有税 2,794万円

その他市税 1億5,653万円

（平成19年度末現在）
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市民一人当たりの

決算額408,480円の

内訳と主な事業

このような事業に使われました

　収益的収支は、水道料金を主な収入として事業を行い、平成19年度
は1億7,154万円の純利益を得ました（純利益は、消費税を除いた額で
計算しますので上表の決算額の差し引きとは一致しません）。
　資本的収支は、配水管の敷設や改良事業での収支を示すもので、一
般会計における長期借入金に当たる企業債を主な収入として事業を行
い、差し引き12億2,102万円の不足額は、内部留保資金などを充てま
した。
　今後も老朽管の敷設替えなど多額の資金需要が見込まれますが、効
率的な財政運営に努めるとともに、安全な水を安定してお届けします。

【各決算額】÷【平成20年3月末人口・123,742人】

民生費　85,866円
児童ホーム管理運営事業─
放課後の留守家庭児童の健
全育成を支援

総務費　96,143円
駅前番所事業─JR成田駅
西口に駅前番所（えきば
ん）を設置

市債の状況
区　分 平成19年度末現在高

一般会計

土木債 120億7,411万円

教育債 75億3,161万円

総務債 66億4,902万円

衛生債 31億5,675万円

民生債 19億7,079万円

消防債 9億2,209万円

農林水産業債 2億7,345万円

商工債 90万円

災害復旧債 406万円

その他 79億9,243万円

計 405億7,521万円

特別会計

下水道事業債 91億 584万円
農業集落排水事業債 17億7,530万円

市場事業債 5,246万円

水道事業会計 企業債 86億8,415万円

簡易水道事業特別会計 企業債 26億5,207万円

急病診療所管理運営事業─
夜間および休日などの急病
患者の初期救急医療体制を
確保

衛生費　42,390円

水田農業構造改革対策事業
─生産性の高い自立した水
田農業の確立を支援

農林水産業費
11,096円

商工費　11,740円
観光循環バス運行事業─駅
や新勝寺などを循環するレ
トロ調バスを運行

消防費　21,623円
消防車両・装備強化整備事
業─大栄消防署に指揮車、
下総分署に高規格救急車を
配備

教育費　46,823円
中学校屋内運動場耐震補強
事業─下総中学校体育館の
耐震補強工事を実施

公債費　33,967円

土木費　54,822円
表参道整備事業─建物の
セットバックにより景観形
成と歩行者の安全を確保

その他
4,010円

水道事業会計決算
区　分 収　入 支　出

収益的収支 18億8,090万円 16億7,902万円

資本的収支 2億9,023万円 15億1,125万円

簡易水道事業特別会計決算
区　分 収　入 支　出

収益的収支 2億6,822万円 2億6,344万円

資本的収支 3億7,701万円 3億9,944万円

3 広報なりた2008.12.1　☎／市外局番の記載のないものは「0476」です



決
算
に
見
る
市
の
財
政
状
況
①

健
全
な
財
政
運
営
を
維
持

　

市
の
財
政
状
況
を
表
す
主
な
指
標
に

経
常
収
支
比
率
、
公
債
費
負
担
比
率
、

財
政
力
指
数
が
あ
り
ま
す
。

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
示
す
指
標
で

あ
る
経
常
収
支
比
率
は
、
全
国
平
均
を

10
％
程
度
下
回
っ
て
い
ま
す
。

　

財
政
力
の
強
弱
を
示
す
目
安
と
な
る

財
政
力
指
数
は
、
全
国
平
均
と
比
べ
て

も
依
然
と
し
て
高
い
水
準
で
す
。

経
常
収
支
比
率

　

収
入
に
対
し
て
人
件
費
や
扶
助
費
な

ど
毎
年
必
ず
出
て
い
く
お
金
が
ど
の
く

ら
い
の
割
合
に
な
っ
て
い
る
か
を
示
す

値
で
す
。
通
常
、
80
％
を
超
え
る
場
合

に
は
、
財
政
が
弾
力
性
を

失
い
つ
つ
あ
る
と
考
え
ら

れ
て
い
ま
す
。

公
債
費
負
担
比
率

　
一
般
財
源
総
額
の
う
ち
、

公
債
費
に
使
わ
れ
た
一
般

財
源
の
割
合
で
す
。
こ
の

比
率
が
高
い
ほ
ど
借
入
金

返
済
の
た
め
の
経
費
が
多

い
こ
と
を
表
し
て
い
ま
す
。

財
政
力
指
数

　

地
方
公
共
団
体
の
財
政

力
を
示
す
指
標
で
、
こ
の

数
値
が
大
き
い
ほ
ど
財
政

力
が
強
い
と
見
る
こ
と
が

で
き
、「
1
」以
上
の
団
体

は
、
き
わ
め
て
財
政
力
の

強
い
団
体
と
考
え
ら
れ
て

い
ま
す
。

　

平
成
19
年
度
成
田
市
一
般
会
計
・
特
別
会

計
・
水
道
事
業
会
計
の
決
算
と
基
金
運
用
状
況

に
つ
い
て
、
地
方
自
治
法
そ
の
他
関
係
法
令
の

規
定
に
基
づ
き
審
査
し
た
結
果
、
決
算
書
な
ど

の
計
数
に
誤
り
が
な
く
、
予
算
な
ら
び
に
運
用

は
そ
の
目
的
に
沿
っ
て
お
お
む
ね
適
正
に
執
行

さ
れ
て
い
る
と
認
め
ら
れ
ま
し
た
。

○
一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
基
金

　

予
算
の
執
行
状
況
お
よ
び
財
政
運
営
に
つ
い

て
は
、
新
総
合
計
画
の
テ
ー
マ
で
あ
る「
空そ

港ら

、

交ふ
れ

流あ
い

、
希ゆ

望め　

創
造
都
市
成
田
」の
実
現
に
向

け
て
、
6
つ
の
基
本
方
向
に
沿
っ
た
重
点
施
策

が
、
最
小
の
経
費
で
最
大
の
効
果
を
念
頭
に
、

計
画
的
か
つ
効
率
的
に
展
開
さ
れ
ま
し
た
。

　

ま
た
、
平
成
19
年
度
の
決
算
状
況
は
一
般
会

計
で
、
歳
入
決
算
額
5
2
7
億
6
、
2
1
8
万�

3
、
4
3
0
円
、
歳
出
決
算
額
5
0
5
億
4
、

6
1
0
万
6
、
5
3
3
円
、
歳
入
歳
出
差
引�

額（
形
式
収
支
額
）は
、
22
億
1
、
6
0
7
万
6
、�

8
9
7
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

次
に
、
特
別
会
計（
国
民
健
康
保
険
ほ
か
6
会

計
）で
は
、
歳
入
決
算
額
2
3
8
億
4
、
8
0
6�

万
2
、
0
0
8
円
、
歳
出
決
算
額
2
3
2
億
1
、�

8
5
1
万
1
、8
8
7
円
、歳
入
歳
出
差
引
額（
形�

式
収
支
額
）は
、
6
億
2
、
9
5
5
万
0
、
1�

2�

1
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

今
後
の
全
般
的
な
財
政
運
営
に
つ
い
て
述
べ
る

と
、
景
気
の
現
状
は
、
原
油
や
穀
物
な
ど
原
材

料
価
格
の
高
騰
な
ど
に
よ
り
こ
こ
数
年
来
の
回

復
基
調
に
陰
り
が
見
え
、
さ
ら
に
超
少
子
高
齢

化
が
進
行
す
る
中
、
賃
金
が
依
然
伸
び
悩
む
な

ど
不
透
明
感
が
強
く
、
消
費
意
欲
に
も
減
退
が

見
え
ま
す
。
こ
の
よ
う
な
経
済
状
況
下
に
お
い
て

は
、
大
幅
な
税
収
の
伸
び
は
期
待
で
き
ま
せ
ん
。

　

一
方
、
都
市
基
盤
の
整
備
を
は
じ
め
、
成
田

新
高
速
鉄
道
関
連
事
業
、
新
清
掃
工
場
建
設
事

業
、
少
子
・
高
齢
化
に
伴
う
扶
助
費
の
増
加
な

ど
に
よ
り
、
普
通
建
設
事
業
費
や
義
務
的
経
費

の
増
大
も
見
込
ま
れ
、
今
後
の
財
政
運
営
は
予

断
を
許
さ
な
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、

市
税
を
は
じ
め
と
す
る
自
主
財
源
の
確
保
に
努

め
る
こ
と
は
も
と
よ
り
、
人
件
費
の
抑
制
、
外

部
委
託
の
推
進
な
ど
合
理
化
に
向
け
た
事
務
事

業
の
見
直
し
を
引
き
続
き
徹
底
し
、
効
率
的
な

行
財
政
運
営
を
行
う
と
と
も
に
、
財
源
の
重
点

的
配
分
に
よ
り
さ
ら
な
る
市
民
福
祉
の
向
上
と

市
政
の
発
展
に
努
力
さ
れ
る
よ
う
要
望
し
ま
す
。

　

次
に
、
基
金
に
つ
い
て
は
、
定
額
運
用
基
金

6
基
金
を
運
用
し
、
そ
の
運
用
状
況
は
、
お
お

む
ね
適
正
に
運
用
さ
れ
て
い
る
と
認
め
ら
れ
ま

し
た
。

○
水
道
事
業
会
計

　

平
成
19
年
度
の
経
営
状
況
に
つ
い
て
見
る
と
、

経
営
成
績
は
、
総
収
益
17
億
9
、
5
5
2
万�

0
、
1
0
2
円
に
対
し
、
総
費
用
16
億
2
、

3
9
7
万
4
、
9
1
9
円
で
、
純
利
益
1
億
7
、�

1
5
4
万
5
、
1
8
3
円
を
計
上
し
、
財
政
状
態

も
そ
の
健
全
性
は
お
お
む
ね
維
持
さ
れ
ま
し
た
。

　

し
か
し
な
が
ら
、
水
道
事
業
は
、
公
益
事
業

で
あ
り
、
専
ら
利
益
の
追
求
を
目
的
と
す
る
事

業
で
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
事
業
運
営
に
当
た
っ

て
採
算
性
が
確
保
さ
れ
な
い
か
ぎ
り
、
安
定
給

水
な
ど
を
行
う
こ
と
は
困
難
で
す
。

　

当
局
に
お
か
れ
て
は
、
従
前
に
も
増
し
て
経
費

の
節
減
、
経
営
の
合
理
化
、
自
己
水
源
の
保
全
お

よ
び
有
収
率
の
向
上
に
な
お
一
層
努
力
す
る
と
と

も
に
、
市
民
の
期
待
す
る
安
全
で
よ
り
良
質
な
水

の
安
定
供
給
に
努
め
る
よ
う
要
望
し
ま
す
。

※ 

く
わ
し
く
は
監
査
委
員
事
務
局（
☎
20
‐

1
5
7
2
）へ
。

成
田
市
監
査
委
員　

野
中　

憲
男

同　
　
　
　

海
保　

貞
夫

決
算
審
査
意
見
書
要
約

・平成19年度の全国・県内平均については、現在集計中のため空欄となっています。
・全国平均は平成17年度が687市の平均、18年度が691市の平均で、総務省発行の「地方財政白書」から抜粋。
・県内平均は市平均で、千葉県発行の「市町村資料集」から抜粋。

財政状況を表す主な指標
区分

年度

経常収支比率 公債費負担比率 財政力指数

本市 増減 全国平均 県内平均 本市 増減 全国平均 県内平均 本市 増減 全国平均 県内平均

19 80.9 　1.2 － － 10.6 　0.7 － － 1.493 0.029 － －

18 79.7 　4.8 90.5 90.5 9.9 　0.8 16.6 13.2 1.464 0.083 0.65 0.870

17 74.9 △3.4 90.2 90.6 9.1 △1.9 16.1 12.9 1.381 △0.254 0.62 0.899
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169万円

14万円

19万円

195万円

228万円228万円

59万円

決
算
に
見
る
市
の
財
政
状
況
②

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
が
示
す

市
の
資
産
と
負
債

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
か
ら
分
か
る
こ
と

　

本
市
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、
一
般
会
計
、
す
べ
て

の
特
別
会
計
お
よ
び
水
道
事
業
会
計
を
含
め
て
作
成
し

て
い
ま
す
の
で
、
市
の
全
体
像
を
知
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。

　

資
産
は
、
市
が
保
有
す
る
財
産
の
内
容
を
表
し
て
い

ま
す
。
道
路
、
公
園
、
小
中
学
校
な
ど
の
公
共
施
設
や

基
金
な
ど
で
、
将
来
に
わ
た
り
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供

す
る
た
め
の
資
源
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

　

負
債
は
、
将
来
に
わ
た
っ
て
支
払
い
や
返
済
の
必
要

が
あ
る
も
の
で
す
。
市
民
が
長
期
に
わ
た
っ
て
使
用
す

る
施
設
を
整
備
す
る
た
め
の
財
源
と
し
て
、
市
債（
国

な
ど
か
ら
の
借
入
金
）な
ど
を
利
用
し
て
い
ま
す
。
こ

れ
は
、
施
設
を
使
用
す
る
将
来
の
市
民
に
も
、
そ
の
費

用
の
一
部
を
負
担
し
て
い
た
だ
く
も
の
で
す
。

　

正
味
資
産
は
、
資
産
か
ら
負
債
を
差
し
引
い
た
も
の

で
、将
来
に
負
担
を
残
さ
な
い
資
産
で
す
。
市
税
や
国
・

県
か
ら
の
補
助
金
な
ど
で
賄
っ
た
も
の
で
す
。

　

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
を
見
る
と
、
資
産
に
対
し
て
正
味

資
産
の
割
合
が
高
く（
73
・
9
％
）、
本
市
が
健
全
な
財

政
運
営
を
行
っ
て
き
た
こ
と
が
分
か
り
ま
す
。

※
こ
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト
は
、
国
の
基
準
に
よ
り
作
成

し
て
い
ま
す
。

市民一人当たりのバランスシート
【平成20年3月末人口・123,742人】

※くわしくは財政課（☎20-1512）へ。

平成20年3月31日現在

負債

1.固定負債 691億4,500万円

　市債 583億7,600万円

　退職給与引当金 105億3,000万円

　その他引当金など 2億3,900万円

2.流動負債　　　　  
46億 500万円

　（翌年度に支払う市債など）

負債合計 737億5,000万円

正味資産

市税などの一般財源 1,751億4,900万円

国からの補助金 289億4,000万円

県からの補助金 47億 600万円

正味資産合計 2,087億9,500万円

負債と正味資産の合計 2,825億4,500万円

正味資産の割合 73.9%

成田市全体のバランスシート
資産

1.固定資産

　土木費（道路橋りょう、公園、河川など） 776億9,600万円

　教育費（学校、図書館、公民館など） 697億8,100万円

　下水道（下水管、ポンプ施設など） 287億2,400万円

　水道（配水管、配水場など） 210億 400万円

　総務費（市庁舎、防災施設など） 133億7,100万円

　衛生費（ごみ処理施設、急病診療所など） 130億9,300万円

　民生費（保健福祉館、保育園など） 63億 円

　農林水産業費（農道、排水路など） 57億1,700万円

　消防費（消防署、消防車など） 26億5,200万円

　卸売市場（水産棟、青果棟など） 19億5,100万円

　商工費（東和田駐車場、公衆トイレなど） 9億2,000万円

　労働費（勤労者会館など） 6,400万円

　その他 8,200万円

2.投資など（出資金、貸付金など） 230億7,300万円

3.流動資産（現金、預金など） 181億1,700万円

4.繰延資産 0円

資産の合計 2,825億4,500万円

5 広報なりた2008.12.1　☎／市外局番の記載のないものは「0476」です


